
資料１ 
 

 

支障除去等に対する支援のあり方検討会設置要綱 

 

１．設置の趣旨 

  廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下、「廃棄物処理法」という。）の平

成９年改正により、平成 10 年６月 17 日以降に発生した不法投棄事案や不適

正処理事案を対象に、原因者等が原状回復等の措置を取らずにやむを得ず都

道府県等が支障除去等を行う場合、廃棄物処理法第 13 条の 15 に基づき産業

廃棄物適正処理推進センターに置かれた基金（以下、「基金」という。）から支

障除去等に必要な費用を支援する規定が創設された。 

  本基金への出えんについては、「令和２年度支障除去等に対する支援に関す

る検討会」において、「今後の基金への出えんに関しては、マニフェスト頒布

団体等以外の産業界の関係団体等にも、国から協力依頼を行うこと」、「支援額

の絞り込みを行うこと」が示された。これを受け、令和３年度以降はマニフェ

スト頒布団体等以外の産業界の関係団体等からも任意の出えん協力をいただ

くとともに、令和４年度から支援額の絞り込みを試行している。当該検討会に

おいて「基金の運用状況及び今後の社会情勢を踏まえつつ、国は、関係者の協

力を得て、必要に応じ３年後を目途に支援の在り方を見直すこととする」もの

とされているが、基金を取り巻く状況に変化が生じていることから、今後の支

援のあり方を検討する必要が生じたため、本検討会を設置する。 

 

２．委員構成 

  別紙のとおり。 

 

３．座長 

座長は委員の互選により決定する。 

 

４．事務局 

  事務局は、環境省環境再生・資源循環局不法投棄原状回復事業対策室とする。 

 

 



 

 

５．検討内容の公開等 

  検討会資料及び議事概要は、原則として公開とする。ただし、座長が非公開

とすることが望ましいと判断し、予め委員の了承を得た場合は、この限りでな

い。 

 

６．検討スケジュール（予定） 

  令和５年夏頃の中間とりまとめ、冬頃の報告書取りまとめを目指し、概ね１

～２ヶ月に１回、検討会を開催する。 



 

 

（別紙） 

委員名簿（五十音順、敬称略） 

 

赤渕 芳宏    名古屋大学 大学院環境学研究科 准教授 

石田 信夫   (一社)全国建設業協会 常務理事 

岩田 元一   (公財)産業廃棄物処理事業振興財団 専務理事 

大塚  直    早稲田大学 大学院 法務研究科 教授 

小見山 幸弘  三重県 環境生活部廃棄物対策局長 

猿田 吉秀   長野県 環境部長 

鈴木 成      全国知事会 調査第三部長 

鈴木 道夫    橋元綜合法律事務所 弁護士 

関 荘一郎    (公財)日本産業廃棄物処理振興センター 理事長 

新美 育文   明治大学 名誉教授 

室石 泰弘   (公社)全国産業資源循環連合会 専務理事 

目良  聡    埼玉県 環境部長 

山田 咲道   エース会計事務所 公認会計士・税理士 

吉岡 健一郎  (一社)日本建設業連合会 常務執行役 

 

 


